
をもって構成すること。  

（ウ）時間数  

時間数は、実際に講義、実習等が行われる時間   

をもって計算すること。  

イ 看護師養成所2年課程（通信制）  
（ア）通信学習による授業  

1単位の授業科目を45時間の学修を必要と   

する内容をもって構成することを標準とし、授業   

の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時   

間外に必要な学修等を考慮して、印刷教材による   

授業については、45時間相当の印刷教材の学修   

をもって1単位とし、放送授業については、15   

時間の放送等の視聴をもって1単位とすること。  

（イ）臨地実習  

臨地実習については、1単位あたり45時間の   

学修を必要とする紙上事例演習、病院見学実習及   

び面接授業をもって構成すること。  

（2）単位の認定  

ア 単位を認定するに当たっては、講義、実習等を   

必要な時間数以上受けているとともに、当該科目   

の内容を修得していることを確認する必要があ   

ること。なお、2年課程（通信制）における当該   

科目の内容を修得していることの確認について   

は、1単位ごとにレポート提出、試馬英等を行うこ   

とを標準とすること。   

イ 放送大学やその他の大学若しくは高等専門学   

校又は以下の賀格に係る学校若しくは責成所で、   

指定規則別表第3及び第3の2に規定されてい   

る教育内容と同一内容の科目を履修した者の単   

位の認定については、本人からの申請に墨っき   

個々の既修の学習内容を評価し、責成所における   

教育内容に相当するものと認められる場合には、   

総取得単位数の2分の1を超えない範囲で当該   

養成所における履修に替えることができること。   

・歯科衛生士   

・診療放射線技師   

・臨床検査技師   

・理学療法士   

・作業療法士   

・視能訓練士   

・臨床工学技士   

・義肢装具士   

・救急救命士   

・言語聴覚士  

なお、指定規則別表3備考2及び別表3の2備   

考3にかかわらず、社会福祉士及び介護福祉士法   

（昭和62年法律第30号）第39条第1号の規  

定に該当する着で養成所に入学したものの単位  

の認定については、社会福祉士介護福祉士学校職   

業能力開発校等養成施設指定規則（昭和62年厚  

をもって構成すること。  

（ウ）時間数  

時間数は、実際に講義、実習等が行われる時間   

をもって計算すること。  

イ 看護師蓑成所2年課程（通信制）  
（ア）通信学習による授業  

1単位の授業科目を45時間の学修を必要と   

する内容をもって構成することを標準とし、授業   

の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時   

間外に必要な学修等を考慮して、印刷教材による   

授業については、45時間相当の印刷教材の学修   

をもって1単位としノ、放送授業については、15   

時間の放送等の視聴をもって1単位とすること。  

（イ）臨地実習  

臨地実習については、1攣位あたり45時間の   

学修李必要とする紙上事例演習、病院見学実習及   

び面接授業をもって構成すること。  

（2）単位の認定  

ア 単位を認定するに当たっては、講義、実習等を   

必要な時間数以上受けているとともに、当該科目   

の内容を修得していることを確認する必要があ   

ること。なお、2年課程（通信制）における当該   

科目の内容を修得していることの確認について   

は、1単位ごとにレポート提出、試験等を行うこ   

とを標準とすること。   

イ 放送大学やその他の大学若しくは高等専門学   

校又は以下の資格に係る学校若しくは姦成所で、   

指定規則別表第3及び第3の2に規定されてい   

る教育内容と同一内容の科目を履修した者の学   
位の認定については、本人力＼らの申請に墨っき   

個々の既修の学習内容を評価し、養成所における   

教育内容に相当するものと認められる場合には、   

総取得単位数の2分の1を超えない範囲で当該   

責成所における履修に替えることができること。   

・歯科衛生士   

・診療放射線技師   

・臨床検査技師   

・理学療法士   

・作業療法士   

・視能訓練士   

・臨床工学技士   

・義肢装具士   

・救急救爺士   

・言語聴覚士  

なお、指定規則別表3備考2及び別表3の2備  

考3にかかわらず、社会福祉士及び介護福祉士法   

（昭和62年法律第30号）第39莱第1号の規  

定に該当する者で責成所に入学したものの単位  

の認定については、社会福祉士介護福祉士学校職  

業能力開発校等責成施設指定規則（昭和62年厚  
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生省令第50号）別表第4に定める基礎分野に限  

り本人からの申請に墨っき個々の既修の学習内   

容を評価し、養成所における教育内容に相当する  

ものと認められる場合には、当該養成所における   

履修に替えることができること。   

4 教育実施上の留意事項  

（1）臨地実習は、実践活動の場において行う実習  

のみを指すものであること。ただし、2年課程  

（通信制）にあっては、紙上事例演習、病院見  

学実習及び面接授業をもって替えることができ  

るものであること。   

ア 紙上事例演習とは、文章で示された架空の患者  

（ペーパー・ペイシ工ント）について、学生自身  

が看護の展開についてのレポートを作成するこ  

とにより問題解決能力、応用力、判断力に関する  

内容を学習するものであること。   

イ 病院見学実習とは、学生自身が業務に従事して  

いたことによる経験をふまえて病院の看護提供  

のあり方の実際を見学することにより、自らの看  

護実践に関する考察を深めるものであること。   

り 面接授業とは、学生が養成所に通学し、専任教  

員と対面し直接指導を受けて、印刷教材による授  

業等で学んだ知識と紙上事例演習、病院見学実習  

で学んだ実践の能力の統合を図るものであるこ  

と。  

（2）臨地実習は、原則として昼間に行うこと。  

生省令第50号）別表第4に定める基礎分野に限  

り本人からの申請に基づき個々の既修の学習内  

容を評価し、責成所における教育内容に相当する  

ものと認められる場合には、当該養成所における   

履修に替えることができること。   

4 教育実施上の留意事項  

（1）臨地実習は、実践活動の場において行う実習  

のみを指すものであること。ただし、2年課程  

（通信制）にあっては、紙上事例演習、病院見  

学実習及び面接授業をもって替えることができ  

るものであること。   

ア 紙上事例演習とは、文章で示された架空の患者  

（ペーパー・ペイシ工ント）について、学生自身  

が看護の展開についてのレポートを作成するこ  

とにより問題解決能力、応用力、判断力に関する  

内容を学習するものであること。   

イ 病院見学実習とは、学生自身が業務に従事して  

いたことによる経験をふまえて病院の看護提供  

のあり方の実際を見学することにより、自らの看  

護実践に関する考察を深めるものであること。   

り 面接授業とは、学生が養成所に通学し、専任教  

員と対面し直接指導を受けて、印刷教材による授  

業等で学んだ知識と紙上事例演習、病院見学実習  

で学んだ実践の能力の統合を図るものであるこ  

と。  

（2）臨地実習は、原則として昼間に行うこと。墓室  

し、助産学実習及び看護の統合と実践において  

は、この限りでないこと。  

（3）同一科目の臨地実習が2施設以上にわたる   

場合は、各学生の実習内容に差が生じないよう、  

教育計画を配慮すること。   

5 統合力リキュラム  

（1）概要  

統合力リキュラムにより教育を行う場合には、保   

健師養成所又は助産師養成所について、学校教育法   

第56条に該当する者の入学が認められるととも   

に、教育の内容のうちの一部の教育内容の単位数が   

減ぜられること。  

（2）留意点   

ア 統合力リキュラムにより教育を行う場合であ  

っても、看護師養成所の指定基準は統合力リキュ  

ラムにより教育を行わない場合と同一であるこ  

と。   

イ 修業年限は、3年6月以上でなければならない  

こと。   

り 統合力リキュラムにより教育を受ける者と、そ  
れ以外の者が、－の授業科目について同時に授業  

を受けることのないよう留意すること。  

（3）同一科目の臨地実習が2施設以上にわたる場合  

は、各学生の実習内容に差が生じないよう、教育  

計画を配慮すること。   

5 統合力リキュラム  

（1）概要  

統合力リキュラムにより教育を行う場合には、保   

健師養成所又は助産師責成所について、学校教育法   

第56菓に該当する者の入学が認められるととも   

に、教育の内容のうらの一部の教育内容の単位数が   

減ぜられること。  

（2）留意点   

ア 統合力リキュラムにより教育を行う場合であ  

っても、看護師養成所の指定基準は統合力リキュ  

ラムにより教育を行わない場合と同一であるこ  

と。   

イ 修業年限は、3年6月以上でなければならない  

こと。   

り 統合力t」キュラムにより教育を受ける者と、そ  
れ以外の者が、－の授業科目について同時に授業  

を受けることのないよう留意すること。  
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（3）教育の内容等   

ア 保健師。看護師の統合力リキュラムにより教育   
を行う養成所の教育内容等は別表5を標準とす  

ること。   

イ 助産師・看護師の統合力リキュラムにより教育  

を行う養成所の教育内容等は別表6を標準とす  

ること。  

（4）その他の基準   

ア 教務主任は、統合力リキュラムにより教育を行  

う場合には、第4－1－（11）にかかわらず併  

せて1人としてよいこと。   

イ 統合力リキュラムによる教育とそれ以外の教  

育とを併せて行う養成所にあっては、専任教員に  

ついては、それぞれ第4－1叫（7）に定める数  

を確保することが望ましいこと。その人数が直ち  

に確保できない場合には、．第4－1－（8）のと  

おり増員することが望ましいこと。   

り 普通教室は、同時に行う授業の数に応じ、専用  

のものを必要な数確保することができるのであ  

れば、保健師養成所又は助産師責成所と共用して  

よいこと。   

第6 施設設備に関する事項  

1 土地及び建物の所有等  

（1）土地及び建物は、設置者の所有であることを  

原則とすること。ただし、賃イ苗契約が長期にわ  

たるものであり、恒久的に学校運営ができる場  

合は、この限りではないこと。  

（2）校合は独立した建物であることが望ましいこ  

と。ただし、やむを得ず、他施設と併設する場  

合は、義成所の運営上の制約を受けることのな  

いよう配慮すること。   

2 教室等  

（1）同時に授業を行う学生の数は原則として40人   

以下とすること。ただし以下の場合についてはこの   

限りでない。   

ア 看護師養成所の基礎分野、准看護師責成所の基  

礎科目であって、教育効果を十分に挙げられる場  
〈  
⊂コ   

イ 2年課程（通信制）の面接授業等であって、教  

育効果を十分に挙げられる場合  

（2）看護師責成所と准看護師養成所とを併設する場  

合において教育を異なった時間帯において行う  

場合にあっては、学生の自己学習のための教室が  

他に設けられているときは、同一の教室を共用と  

することができること。また、2年課程（通信制）  

を設置する場合にあっても学生の自己学習のた  

めの教室が他に設けられているときは、2年課程  

（通信制）とそれ以外の課程とは同一の菖通教室  

（3）教育の内容等   

ア 保健師・看護師の統合力リキュラムにより教育  
を行う養成所の教育内容等は別表5を標準とす  

ること。   

イ 助産師・看護師の統合力リキュラムにより教育  

を行う養成所の教育内容等は別表6を標準とす  

ること。  

（4）その他の基準   

ア 教務主任は、統合力リキュラムにより教育を行  

う場合には、第4－－1－（11）にかかわらず併  

せて1人としてよいこと。   

イ 統合力リキュラムによる教育とそれ以外の教  

育とを併せて行う養成所にあっては、専任教員に  

ついては、それぞれ第4－1－（7）に定める数  

を確保することが望ましいこと。その人数が直ち  

に確保できない場合には、第4－1－（8）のと  

おり増員することが望ましいこと。   

り 普通教室は、同時に行う授業の数に応じ、専用  

のものを必要な数確保することができるのであ  

れば、保健師養成所又は助産師養成所と共用して  

よいこと。   

第6 施設設備に関する事項  

1 土地及び建物の所有等  

（1）土地及び建物は、設置者の所有であることを  

原則とすること。ただし、妄劃苗契約が長期にわ  

たるものであり、恒久的に学校運営ができる場  

合は、この限りではないこと。  

（2）校含は独立した建物であることが望ましいこ  

と。ただし、やむを得ず、他施設と併設する場  

合は、轟成所の運営上の制約を受けることのな  

いよう配慮すること。   

2 教室等  

（1）同時に授業を行う学生の数は原則として40人   

以下とすること。ただし以下の場合についてはこの   

限りでない。   

ア 看護師養成所の墓石楚分野、准看護師喜成所の碁  

石楚科目であって、教育効果を十分に挙げられる場  

イ 2年課程（通信制）の面接授業等であって、教  

育効果を十分に挙げられる場合  

（2）看護師責成所と准看護師義成所とを併設する場  

合において教育を異なった時間帯において行う  

場合にあっては、学生の自己学習のための教室が  

他に設けられているときは、同一の教室を共用と  

することができること。また、2年課程（通信制）  

を設置する場合にあっても学生の自己学習のた  

めの教室が他に設けられているときは、2年課程  

（通信制）とそれ以外の課程とは同一の普通教室  
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を共用とすることができること。  

（3）図書室の面積は、学生の図書閲覧に必要な閲覧   

机の配置及び図書の格納のために十分な広さを   

有すること。図書室の効果を確保するためには、   

他施設と兼用とすることは望ましくないこと。  

（4）実習室と在宅看護実習室とを兼用とすることは   

差し支えないが、設備、面積、使用に当たっての   

時間的制約等からみて教育効果に支障を生ずる   

おそれがある場合には、専用のものとすることが   

望ましいこと。  

を共用とすることができること。  

（3）図書室の面積は、学生の図書閲覧に必要な閲覧   

机の配置及び図書の椙納のために十分な広さを   

有すること。園書室の効果を確保するためには、   

他施設と兼用とすることは望まし＜ないこと。  

（4）実習室と在宅看護実習室とを兼用とすることは   

差し支えないが、設備、面積、使用に当たっての   

時間的制約等からみて教育効果に支障を生ずる   

おそれがある場合には、専用のものとすることが   

望ましいこと。  

（5）2以上の養成所若しくは課程を併設する場合に   

おいて、教育上支障がない場合は実習室を共用と   

することは差し支えないこと。この場合、「教育   

上支障がない」とは、設備、面積、使用に当たっ   

ての時間的制約等からみて教育効果に支障がな   

い場合をいうものであること。また実習室を共用   

する場合にあっては、学生の自己学習のための場   

の確保について、恥  

上皇と図書室については、二以上の養成所を併設する   

ものにあっては、いずれかの養成所のものは他の   

責成所のものと共用とすることができること。  

皿調理実習室、実験室、視聴覚教室、演習室及び   

情報処理室を設けることが望ましいこと。  

（8）臨床場面を疑似的に体験できるような用具や環   

境を整備することが望ましいこと。  

（5）図書室については、二以上の責成所を併設する   

ものにあっては、いずれかの責成所のものは他の   

養成所のものと共用とすることができること。  
（6）調理実習室、実馬英室、視聴覚教室、演習室及び   

情報処理室を設けることが望ましいこと。  

3 保健師責成所  
（1）地域看護学の校内実習を行うのに必要な設備  

を備えた専用の実習室を有すること。  

（2）実習室は、在宅看護、健康相談、健康教育、救  

急法等の実習を行うのに必要な広さを有するこ  

と。なお、実習室には、給湯・給水の設備を設け  

るとともに、校内実習に要する機械器具、リネン   

類等を格納する場所を備えること。   

4 助産師養成所  
（1）助産診断・技術学等の校内実習を行うのに必  

要な設備を備えた専用の実習室を有すること。  

（2）実習室は、分べん台及び診察台1台当たり20  

ポ以上有し、かつ、新生児及び妊産じょく婦の訪  

問看護等の実習を行うのに必要な広さを有する  

こと。なお、実習室には、備え付けの沐浴槽、手  

術用手洗設備、給湯・給水の設備等を設けるとと  

もに、校内実習に要する機械器具、リネン類等を  

格納する場所を備えること。  

（3）臨地実習に備えて、宿泊できる施設を確保する  

ことが望ましいこと。   

5 看護師責成所  

（1）専門領域の校内実習を行うのに必要な設備を備  

3 保健師責成所  
（1）地域看護学の校内実習を行うのに必要な設備  

を備えた専用の実習室を有すること。  

（2）実習室は、在宅看護、健康相談、健康教育、救  

急法等の実習を行うのに必要な広さを有するこ  

と。なお、実習室には、給湯・給水の設備を設け  

るとともに、校内実習に要する機械器具、リネン  

類等を格納する場所を備えること。   

4 助産師養成所  
（1）助産診断・技術学等の校内実習を行うのに必  

要な設備を備えた専用の実習室を有すること。  

（2）実習室は、分べん台及び診察台1台当たり20  

ポ以上有し、かつ、新生児及び妊産じょく婦の訪  

問看護等の実習を行うのに必要な広さを有する  

こと。なお、実習室には、備え付けの沐浴槽、手  

術用手洗設備、給湯・給水の設備等を設けるとと  

もに、校内実習に要する機械器具、リネン類等を  

格納する場所を備えること。  

（3）臨地実習に備えて、宿泊できる設鎧を確保する  

ことが望ましいこと。   

5 看護師養成所  

（1）専門領域の校内実習を行うのに必要な設備を備  
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えた専用の実習室を有すること。また、二以上の  

課程を併設する養成所で実習室を共用とする場   

合においても、課程数以上の数の実習室を確保す  

ることが望ましいこと。  

（2）実習室には、学生4人に1ベッド以上確保し、   

1ベッド当たり11「丘以上の広さを有すること。  

なお、実習室には、備え付けの沐浴槽、手術用手  

洗設備、給湯・給水の設備等を設けるとともに、   

校内実習に要する機械器具、リネン類等を格納す  

る場所を備えること。   

6 准看護師養成所  

（1）専門科目の教育内容の校内実習を行うのに必要  

な設備を備えた専用の実習室を有すること。  

（2）実習室には、学生4人に1ベッド以上確保し、   

1ベッド当たり11∩て以上の広さを肯すること。  

なお、実習室には、手術用手洗設備、給湯・給水  

の設備等を設けるとともに、校内実習に要する機  

械器具、リネン類等を格納する場所を備えるこ  

と。   

7 機械器具等  

（1）教育上必要な機械器具、標本、模型及び図書は、  

保健師養成所にあっては別表7に、助産師看成所  

にあっては別表8に、看護師責成所にあっては別  

表9に、准看護師養成所にあっては別表10にそ  

れぞれ掲げるものを有すること。ただし、2年課  

程（通信制）については、別表9に掲げられたも  

ののうち面接授業に必要なものを有すれば差し  

支えない。さらに、看護師責成所等と助産師責成  

所を併設する場合において教育を異なった時間  

帯において行う場合にあっては、同－の機械器具  

等を共用とすることができること。  

（2）機械器異、標本、模型及び図書は、学生定員数  

に応じ、適宜補充し更新すること。   

第7 実習施設等に関する事項  

1 実習指導者  

（1）実習指導者となることのできる者は、担当す  

る領土或について相当の学識経験を有し、かつ、  

原則として必要な研修を受けた看であること。  

（2）実習施設において実習指導壱を確保することが  

できない場合又は実習施設が多施設にわたる場  

合は、専任教員又は責成所における実習指導者を  

増員することが望ましいこと。  

（3）看護師養成所における在宅看護論の実習につい  

ては、利用者の看護計画を立てられる者が学生の  

指導に当たること。また、在宅看護論の実習指導  

者は必要な研修を受けた者が望ましいこと。  

えた専用の実習室を有すること。また、二以上の  

課程を併設する養成所で実習室を共用とする場   
合においても、課程数以上の数の実習室を確保す  

ることが望ましいこと。  

（2）実習室には、学生4人に1ベッド以上確保し、   

1ベッド当たり11ポ以上の広さを有すること。  

なお、実習室には、備え付けの沐浴槽、手術用手  

洗設備、給湯・給水の設備等を設けるとともに、  

校内実習に要する機械器具、I」ネン類等を格納す  

る場所を備えること。   

6 准看護師養成所  
（1）専門科目の教育内容の校内実習を行うのに必要  

な設備を備えた専用の実習室を有すること。  

（2）実習室には、学生4人に1ベッド以上確保し、   

1ベッド当たり11nて以上の広さを有すること。  

なお、実習室には、手術用手洗設備、給湯・給水  

の設備等を設けるとともに、校内実習に要する機  

械器具、リネン頬等を格納する場所を備えるこ  

と。   

7 機械器具等  

（1）教育上必要な機械器具、標本、模型及び図書は、  

保健師養成所にあっては別表7に、助産師養成所  

にあっては別表8に、看護師責成所にあっては別  

表9に、准看護師責成所にあっては別表10にそ  

れぞれ掲げるものを有すること。ただし、2年課  

程（通信制）については、別表9に掲げられたも  

ののうち面接授業に必要なものを有すれば差し  

支えない。さらに、看護師責成所等と助産師養成  

所を併設する場合において教育を異なった時間  

帯において行う場合にあっては、同一の機械器異  

等を共用とすることができること。  

（2）機械器具、標本、模型及び図書は、学生定員数  

に応じ、適宜補充し更新すること。   

第7 実習施設等に関する事項  

1 実習指導者  

実習指導者となることのできる壱は、担当す  

る領土或について相当の学識経験を有し、かつ、  

原則として必要な研修を受けた看であること。  
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2 保健師責成所  

（1）実習施設である市町村又は保健所は、次の条件  

を具備していること。   

ア 業務指針が作成され、活用されていること。   

イ 業務に関する諸記録が適正に保管されている  

こと。   

り 学生の実習を受け入れる組織が明確に定めら  

れていること。   

工 学生の指導を担当できるよう適当な実習指導  

者が定められていること。   

オ 地土或看護活動が適正に行われていること。   

力 看護職員に対する継続教育（実習施設内・外）  

が計画的に実施されていること。   

3 助産師責成所  

（1）実習施設である病院、診療所及び助産所は、  

次の条件を具備していること。   

ア 外来を含む産科診療部門の管理体制が適当で  

あること。   

イ 分べん介助手順、妊婦、産婦、じょく婦及び新  

生児の健康診査基準、保健指導基準、看護基準、  

看護手順等が作成され活用されていること。   

り 助産師による妊婦、産婦、じょく婦及び新生児   

に対する健康診査、保健指導猿び分べん管理が適  

切に行われているとともに、諸記録が適正に管理  

されていること。   

エ 外来、産科棟には学生の指導を担当できるよう  

適当な助産師の実習指導者が定められているこ  

と。   

2 保健師養成所  

（1）実習施設である市町村又は保健所は、次の条件  

を異偏していること。   

ア 業務指針が作成され、活用されていること。   

イ 業務に関する諸記録が適正に保管されている  

こと。   

り 学生の実習を受け入れる組織が明確に定めら  

れていること。   

工 学生の指導を担当できるよう適当な実習指導  

者が定められていること。   

オ 地域看護活動が適正に行われていること。   

力 看護職員に対する継続教育が計画的に実施さ  

れていること。  

3 助産師養成所  

（1）実習施設である病院、喜多療所及び助産所は、  

次の条件を具備していること。   

ア 外来を含む産科診療部門の管理体制が適当で  

あること。   

イ 分べん介助手順、妊婦、産婦、じょく婦及び新  

生児の健康診査基準、保健指導基準、看護基準、   

看護手順等が作成され活用されていること。   

り 助産師による妊婦、産婦、じょく婦及び新生児  

に対する健康喜多査、保健指導及び分べん管理が適  

切に行われているとともに、諸記録が適正に管理  

されていること。   

工 外来、産科棟には適当な助産師の実習指導者が  

定められていること。ただし、診療所及び助産所  

での実習にあたっては、学生の指導を担当できる  

適当な助産師を実習指導者とみなすことができ   

ること。  

オ 看護職員に対する継続教育が計画的に実施さ  オ 看護職員に対する継続教育（実習施設内・外）  

が計画的に実施されていること。   

4 看護師責成所  

（1）実習施設として、基礎看護学、成人看護学、  

老年看護学、小児看護学、母性看護学及び精神  

看護学の実習を行う病院を確保すること。また、  

在宅看護論の実習については、病院、診療所の  

他、訪問看護ステーション等の実習施設を確保  

すること。   

（2）主たる実習施設は、実習施設のうち基礎看護学、  

成人看護学の実習を行う施設であり、次の条件を  

具備していること。   

ア 入院患者3人に対し1人以上の看護職員が配  

置されていること。ただし、看護職員の半数以上  

が看護師であること。   

イ 看護組織が明確に定められていること。   

り 看護基準、看護手順が作成され、活用されてい   

れていること。  

4 看護師養成所  

（1）実習施設として、基礎看護学、成人看護学、  

老年看護学、小児看護学、母性看護学、精神看  

護学及び看護の統合と実践の実習を行う病院を  

確保すること。また、在宅看護論の実習につい  

ては、病院、診療所、訪問看護ステーションの   

他、地域包括支援センター等の実習施設を確保   

すること。  

（2）主たる実習施設は、実習施設のうち基礎看護学、   

成人看護学の実習を行う施設であり、次の条件を   

具備していること。  

ア 入院憲毒3人に対し1人以上の看護職員が配   

置されていること。ただし、看護職員の半数以上   

が看護師であること。  

イ 看護組織が明確に定められていること。  

り 看護基準、看護手順が作成され、活用されてい  
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ること。  

工 看護に関する諸記録が適正に行われているこ   

と。  

オ 実習生が実習する看護単位には、学生の指導を   

担当できる実習指導者が2人以上配置されてい   

ることが望ましいこと。   

ること。  

工 看護に関する諸記録が適正に行われているこ   

と。  
オ 実習生が実習する看護学位には、実習指導者が   

2人以上配置されていることが望ましいこと。墓   

だし、診療所での実習にあたっては、学生の指導   

を担当できる適当な看護師を、実習指導者とみな   

すことができること≧＝＝  

力 看護職員に対する継続教育が計画的に実施さ   

れていること。  

（3）主たる実習施設以外の実習施設については、医   

療法、介護保険法等で定められている看護職員の   

基準を満たしていること。他の要件については   

（2）－イから力までと同様とすること。  

（4）病院以外の実習の単位数は、在宅看護論の実習   

を含め指定規則に定める単位数の1割から3割   

程度の間で定めること。  

（5）在宅看護論の実習施設については、次の要件を   

満たしていること。  

ア 複数の訪問看護専任者がいること。  
イ 利用者ごとに訪問看護計画が立てられ、看護記   

録が整備されていること。  

（6）看護師養成所2年課程（通信制）の実習施設に   

ついては、現に他の看護師学校養成所の実習施設   

として承認を受けている病院等を選定すること。  

力 看護職員に対する継続教育（実習施設内・外）   

が計画的に実施されていること。  

（3）主たる実習施設以外の実習施設については、医   

療法、介護保険法等で定められている看護職員の   

基準を満たしていること。他の要件については  

（2）－イから力までと同様とすること。  

（4）病院以外の実習の単位数は、在宅看護論の実習  

を含め指定規則に定める単位数の1割から3割  

程度の間で定めること。  

（5）在宅看護論の実習施設については、次の要件を  

満たしていること。   

ア 複数の訪問看護専任者がいること。   

イ 利用者ごとに訪問看護計画が立てられ、看護記  

録が整備されていること。  

（6）看護師養成所2年課程（通信制）の実習施設に  

ついては、現に他の看護師学校養成所の実習施設  

として承認を受けている病院等を選定すること。   

5 准看護師責成所  

（1）実習施設として、墓石楚看護、成人看護、老年看  
護、母子看護及び精神看護の実習を行う病院等を  

確保すること。  

（2）主たる実習施設は、実習施設のうら墓石楚看護、  

成人看護の実習を行う施設であり、次の条件を具  

備していること。   

ア 入院患者3■人に対し1人以上の看護職員が配  

置されていること。   

イ 看護組織が明確に定められていること。   

り 看護基準、看護手順が作成され、活用されてい  

ること。   

工 看護に関する諸記録が適正に行われているこ  

と。   

オ 実習生が実習する看護単位には、学生の指導を  

担当できる実習指導者が2人以上配置されてい  

ることが望ましいこと。   

力 看護職員に対する継続教育（実習施設内・外）  

が計画的に実施されていること。  

（3）主たる実習施設以外の実習施設については、医  

療法、介護保険法等で定められている看護職員の  

基準を満たしていること。他の要件については、  

（2）－イから力までと同様とすることが望まし  

いこと。   

5 准看護師養成所  

（1）実習施設として、星石楚看護、成人看護、老年看   
護、母子看護及び精神看護の実習を行う病院等を  

確保すること。  

（2）主たる実習施設は、実習施設のうら基礎看護、  

成人看護の実習を行う施設であり、次の条件を冥  

偏していること。   

ア 入院患者3人に対し1人以上の看護職員が配  

置されていること。．   

イ 看護組織が明確に定められていること。   

り 看護基準、看護手順が作成され、活用されてい  

ること。   

工 看護に関する諸記録が適正に行われているこ  

と。   

オ 実習生が実習する看護単位には、学生の指導を  

担当できる実習指導者が2人以上配置されてい  

ることが望ましいこと。   

力 看護職員に対する継続教育（実習施設内・外）  

が計画的に実施されていること。  

（3）主たる実習施設以外の実習施設については、医  

療法、介護保険法等で定められている看護職員の  

基準を満たしていること。他の要件については、  

（2：）－イから力までと同様とすることが望まし  

いこと。  
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（4）実習施設である診療所は、次の条件を具備して  

いること。   

ア 看護手順が作成され、活用されていること。   

イ 看護師が配置されていること。  

（5）病院以外の実習は指定規則に定める時間数の1  

割から3割程度の問で定めること。   

第8 管理及び維持経営に関する事項  

1 姦成所の運営に関係する職員の所掌事務及び組   
織を明確に定め、これに墨っき、養成所の運営に関   

する諸会議が、学則に基づいた細則に規定されてい   

ること。   

2 養成所の運営に関する請書類が保管されている   

こと。   

3 教育環境を整備するために必要な措置を講じる   

こと。   

4 2年課程（通信制）については専任の事務員を適   

当数確保すること。   

（4）実習施設である診療所は、次の条件を具備して  

いること。   

ア 看護手順が作成され、活用されていること。   

イ 看護師が配置されていること。  

（5）病院以外の実習は指定規則に定める時間数の1  

割から3割程度の問で定めること。   

第8 管理及び維持経営に関する事項  

1 養成所の運営に関係する職員の所掌事務及び組   

織を明確に定め、これに墨っき、養成所の運営に関   

する諸会議が、学則に基づいた細則に規定されてい   

ること。   

2 責成所の運営に関する請書類が保管されている   

こと。   

3 教育環境を整備するために必要な措置を講じる   

こと。   

4 2年課程（通信制）については専任の事務職員を   

適当数確保すること。  

12  
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資料2－3  

看護師等養成所の運営に関する指導要領  別表1  
保健師教育の基本的考え方 改正案  

1） 人々の健康並びに疾病・障害の予   
防、発生、回復及び改善の過程を社会   
的条件の中でとらえることができる能   

力を養うとともに、これらの人々を援   
助する能力を蓋う。  

2） 地土或の人々が自らの健康状態を認識  

し、健康の保持増進を図るための健康   
学習や自主・自助グループ活動墨色集   
団活動を毒威する とともに、自主自虹  
社芸資源を活用できるよう支援し評価  
する能力を養う。  

2） 地域の人々が自らの健康状態を認識   
し、健康の保持増進を図るため健康学   

習や自主・自助グループ活動を実施   

し、また社会資源を活用できるよう支   

援する能力を養う。  

3） 地域に顕在している健康問題を塵別   
事例を通して把握するとともに、潜在  
している健康課題を予測し、それらを   
地域住民、牌   
協i塾上組織的に解決する能力を養う。   

3つ・ 地域に顕在している健康問題を把握   

するとともに、潜在している健康問題   
を予測し、それらの問題を組織的に解   

決する能力を養う。  

4） 保健・医療・福祉行政の墓石楚的知識   

を踏まえ、地域の健康問題の解決に必   

要な社会資源の開発や保健・医療・福   

祉サービスを評価し調整する能力を養  
。  

－23－  
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宣師等責成所の運営に関する指導要領  別表1  
皇師教育内容、留意点 改正案  

現行  改建   

箸内容  学位数   教育内容  単位数   留意点  留意点   

地土或看護学  12  三看護学  

王城看喜隻  揮荒と目標をだま ◆、地域における看護  
皇概論  匹  

′   
地Ⅰ或看護学概論  

を基盤とした予防の考え方及び行政的対応について学  え万と対応の幕末について学ぶ内容とする。  

3 8  
健康のとらえ方においては社会的条件（偏見や生活苦  
広  
とらえ万においては地域住民の主体性を尊重した内容  
とする。  

々の健康行動の引牛捜び効菓的な介入六法と‡割前学ぶ  

如或看護  地区活動論、家族相言餌差助論、健康教育論を統合し、   同人・家族・菓 団の牛活支援  
：＝一・；；  地域における看護活動を展開するために必要な方法及  

び技術を学ぶ内容とする。  
寸における教育方法や同力学芸斉学ぶ内衰と  

土f2■詫～  地域（産室、学持等斉含れ）におけ  き磋活動芥屠6  
保健指導論、健康管理論を統合し、健康の保持増進及  た にJ、、な方法放び  
び疾病丁障害別に、予防、発生、回復及び改善に対応  

9   
ユ良   
血 の    増進及び、疾 ・虫害別に予防一 発  ロ  

学ぶ内容とする。  ′ び改善に、対応した ∈㌢7±ぃ と地域活動の糸．  

地Ⅰ或看護活動計画の作成過程等を含む内容とする。  
た展開方法について学ぶ内贅とす  

土工望■護笹婚儀  

4  公衆衛生学の基盤である疫学・保健統計（情報処理を含  学・  
む。）を従来よりも強化し、疫学調査と保健活動におけ  

、で  般となる兎唇湖  

建統計  2  公衆′－  護活動を展開するう         ＼・∠、   I、について学ぷ 《と  
る統計の技術について学ぶ内容とする。   

における統計学の碁際 
塩鮭塩孟土豊   ≧  ′＼血ノ‾  護活動、 

3   

鯉福沌上  ′‾江川．■につい 学ぶ肉質とする∩  

政論   福祉の法的基盤及び行財政を理解するとともに保健福  
祉計画の企画及び評価について実践的に学ぶ内容とす  保健医慮福祉の法的基盤及び行財政を理解するとともに保  

る。   健医療福祉辺計画の企画及び評価について実践的に学ぶ内  
容とする。  

の影  
小8らかにされた牛活環痛が人々にl       響たど  に薫 △。β声 刀÷  政策形、白引こミ  

】いて正ク、偽ロ｛に謁する演習を行うh  

臨地実習  4 ‾  

行政論で学んだ知識を含めた実習とする。  喜地実習 地主或看護 学実習  3、  地域看護学だけでなく、疫学・保健統計及び保健福祉    地域看護学実習  

個人・家族・  
集団の生活支  
援実習  ＝事例に対して継続した訪問指導芥行う∩（袴教書例が  

望孟凶⊥ 

訪問属領して士土壁－の課語を堰儲することがで  
■虫と  

寸貢、した健康支援を体民事する婁▲と  

地域看護活動  士土塁■の濡馴討簡のプロセスを控解し、保 活動層層澗  
展開論実習  一缶とする。  

士土星’矢石神の計画を知り、の薫義について刀  

2   

るハ  

ミの皆搾や評、ネナ会醤源の開発等について学ぶ  

＝■、聖  

酎旨浮体制の患崇学ぶ宴習とする   

総 計  21  675時間以上の講義・実習等を行うものとする。   総 計   23  ヱ生5旦重畳以上の講義・実習等を行うものとするq  

il   



看護師等養成所の運営に関する指導要領  別表2  
助産師教育の基本的考え方 改正案  
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